
令和７年度 磐田市役所本庁舎他産業廃棄物収集・運搬及び処分業務委託仕様書 

本仕様書は、磐田市役所本庁舎他（以下「本施設他」という。）から排出される産業 

廃棄物「以下「産業廃棄物」という。」の収集・運搬及び処分業務（以下「処理業務」

という。）委託の内容及びその他必要事項を示すとともに、業務委託に係る条件等につ

いて定めるものとする。 

１ 件名 

  令和７年度 磐田市役所本庁舎他産業廃棄物収集・運搬及び処分業務委託 

２ 業務概要 

  本委託業務は、本施設他から排出される産業廃棄物を適正に運搬し、適正に処分

するものである。 

３ 関係法令の遵守 

  受託者は、業務の遂行にあたって「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 

年法律第 137 号）」（以下「法」という。）その他関係法令及び規則等を遵守しなけれ

ばならない。 

４ 履行期間 

  令和７年 10 月１日から令和 10 年９月 30 日まで（長期継続契約） 

５ 受託者の要件 

 ⑴ 受託者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）（以

下「廃棄物処理法」という。）第 14 条第１項及び第 14 条第６項の許可を受けてい

るものであること。なお、いずれか一方の許可しか受けていない者は、他方の許

可を受けている者と業務提携を行っていること。 

 ⑵ 許可事項に変更があったときは、受託者は速やかに変更後の許可証の写し又は

それに代わるものを委託者に提出すること。 

 ⑶ 上記の許可内容が、仕様書に記載する産業廃棄物を全て処分できるものである 

  こと。 

６ 業務内容 

⑴ 委託業務の範囲 

   受託者は、本施設他から発生する産業廃棄物を収集し、法令等に従い、適正に 

  受託者の処分施設に運搬し、処分するまでを本業務の範囲とする。 

 ⑵ 産業廃棄物の種類等 

   廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず 

   年間予定数量 400 ㎥/年（40ｔ/年） 

   ただし、予定数量は、あくまで見込であり、実際の排出数量は増減することが 

  ある。過去の実績から算出した数量であるため、収集運搬量を確約したものでは 

ない。 

 ⑶ 収集場所 

   産業廃棄物排出事業場一覧表（別紙１）のとおり 



   ただし、契約期間中に統合、民営化等により収集場所の変更があった場合は、 

  その都度変更契約を締結するものとする。 

 ⑷ 収集回数及び収集時間 

ア 収集回数は、産業廃棄物排出事業場一覧表（別紙１）のとおり 

  ただし、土・日曜日、祝日、年末年始を除く。 

イ 収集時間は、原則として８時から 15 時までの間とする。 

各施設の収集運搬日程については、受託者が定めることとし、事業実施計画書 

（別紙２）により受託者に報告し、必要に応じて調整するものとする。また、 

指定の曜日が閉庁日又は祝日等にあたり収集が不可能な場合は、担当者と協議 

の上、収集運搬日を変更する。 

 ⑸ 運搬の最終目的地 

   受託者は、委託者から収集運搬を委託された産業廃棄物を受託者の指定する最 

  終目的地へ搬入すること。 

 ⑹ 処分の場所、方法及び処理能力 

   受託者は、委託者から処分を委託された産業廃棄物を許可証のとおり処分する

こと。 

７ 収集運搬過程における積替え保管 

受託者は、委託された産業廃棄物の積替え保管を行うことはできない。

８ 安全対策 

  受託者は、業務の履行にあたって、次のとおり安全対策を措置するものとする。 

 ⑴ 運行開始前の車両各部についての道路運送車両法に基づく点検その他交通関係 

法令に基づく安全対策を措置するものとする。 

 ⑵ 作業は常に安全第一を心掛け、業務上の事故防止については最新の注意を払 

い、必要な対策を講じるものとする。 

 ⑶ 積み込み、運搬、積み下ろしその他の業務の安全が図られるように人員を配置 

  するものとする。 

 ⑷ 業務の履行に伴って事故が発生した場合には、直ちにその旨を関係機関及び委 

  託者に連絡し、その処理については委託者と協議し、責任をもって一切の手続き 

を行うものとする。 

９ 再委託の禁止 

受託者は、委託者から委託された産業廃棄物の処理業務を第三者に委託してはな

らない。 

ただし、履行期間中に処理業務を第三者に委託する必要が生じた場合、受託者

は、書面により委託者の承認を得て、法令の定める再委託基準に従うことにより、

処理業務を再委託することができる。

この場合において、受託者は、委託者の要求があったときは、この再委託を受託

者の責任において解除しなければならない。 

10 提出書類及び委託料の支払い 

 ⑴ 業務実施計画書（別紙２） 



  契約時及び各年度の業務開始日までに収集運搬車両の車検証の写し及び業務従 

事者の運転免許証の写しを添付の上、提出すること。また、年度途中に変更があ 

る場合は、速やかに変更を届け出ること。 

 ⑵ 業務完了報告書（別紙３） 

受託者は、処理業務が完了したときは、月ごとに業務完了報告書を完了の日か

ら 10 日以内に委託者へ提出すること。

委託者は、産業廃棄物の処理業務を確認した後に、受託者が提出する請求書に

基づき、請求を受けた日から 30 日以内に委託料を支払うものとする。

 ⑶ その他、委託者が必要と認めた書類は速やかに提出すること。 

11 電子マニフェストの利用 

   委託者及び受託者は、廃棄物処理法の規程に従って、電子マニフェストを利用

するものとする。 

12 秘密保持 

   受託者及び従事者は、本業務遂行上知り得た秘密を第三者に漏らし、又は自己

の利益のために使用してはならない。このことは、契約が満了し、若しくは契約

を解除され、又は従事者の職務を退いた後においても同様とする。 

13 その他 

 ⑴ この契約は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 234 条の３の規定による

長期継続契約であるため、契約の締結の日に属する年度の翌年度以降において、

当該契約に係る磐田市の支出予算において、減額又は削除があった場合は、この

契約を変更又は解除することがある。 

 ⑵ この契約の締結後、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）等の改正等によって消 

費税額に変動が生じた場合は、委託者は契約を変更することなく契約金額に相当

額を加減して支払う。 

⑶ この仕様に疑義が生じたとき、あるいは定めのない事項が発生したときは、双 

 方協議の上、これを決定する。 


